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○ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について(平成１２年老企第４４号) （抄） 
 

改正案 現行 
第１ 基準省令の性格 

１～３ （略） 

４ 小規模介護老人保健施設等の形態は以下のとおり。 

① サテライト型小規模介護老人保健施設 

イ サテライト型小規模介護老人保健施設は、当該施設を設置し

ようとする者により設置される当該施設以外の介護老人保健

施設又は病院若しくは診療所（以下「本体施設」という。）と

の密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営さ

れ、入所者の在宅への復帰の支援を目的とする定員 29 人以下

の介護老人保健施設をいう。 

ロ 本体施設と密接な連携を確保する具体的な要件は、本体施設

とサテライト型小規模介護老人保健施設は、自動車等による移

動に要する時間がおおむね 20 分以内の近距離であること。本

体施設の医師等又は協力病院が、サテライト型小規模介護老人

保健施設の入所者の病状急変等の事態に適切に対応できる体

制を採ること。 

ハ サテライト型小規模介護老人保健施設は、原則として、本体

施設に１か所の設置とする。ただし、本体施設の医師等により、

サテライト型小規模介護老人保健施設の入所者の医学的管理

等の処遇が適切に行われると認められるときは、本体施設に２

か所以上の設置も認めることとする。 

② 医療機関併設型小規模介護老人保健施設 

イ 医療機関併設型小規模介護老人保健施設は、病院又は診療所

に併設（同一敷地内又は隣接する敷地において、サービスの提

供、夜勤を行う職員の配置等が一体的に行われているものを指

すこと。）され、入所者の在宅への復帰の支援を目的とする定

員 29 人以下の介護老人保健施設であって、前項に規定するサ

第１ 基準省令の性格 

１～３ （略） 
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テライト型小規模介護老人保健施設以外のものをいう。 

ロ 医療機関併設型小規模介護老人保健施設は、病院又は診療所

に１か所の設置とする。 

③ 分館型介護老人保健施設 

分館型介護老人保健施設（以下（「分館型介護老人保健施設」

という。）は、「分館型介護老人保健施設の整備について」（平成

12 年９月５日老振第 53 号）に示された従来から整備してきた施

設であり、介護老人保健施設の開設者が当該介護老人保健施設と

一体として運営するものとして開設する介護老人保健施設であ

って過疎地域自立促進特別措置法等に規定する地域に整備され

た施設である。 

第２ 人員に関する基準 

１ 医師 

（１）介護老人保健施設においては、常勤の医師が１人以上配置され

ていなければならないこと。したがって、入所者数 100 人未満の

介護老人保健施設にあっても常勤の医師１人の配置が確保され

ていなければならないこと。また、例えば、入所者数 150 人の介

護老人保健施設にあっては、常勤の医師１人のほか、常勤医師 0.5

人に相当する非常勤医師の配置が必要となること。なお、サテラ

イト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型小規模介護

老人保健施設（以下「サテライト型小規模介護老人保健施設等」

という。）並びに分館型介護老人保健施設における医師の配置に

ついては、次のイ及びロのとおりとすること。 

イ サテライト型小規模介護老人保健施設等 

 

サテライト型小規模介護老人保健施設と一体として運営さ

れる本体施設又は医療機関併設型小規模介護老人保健施設の

併設医療機関に配置されている医師が入所者全員の病状等を

把握し施設療養全体の管理に責任を持つ場合であって、入所者

の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かない

ことができること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 人員に関する基準 

１ 医師 

（１）介護老人保健施設においては、常勤の医師が１人以上配置され

ていなければならないこと。したがって、入所者数 100 人未満の

介護老人保健施設にあっても常勤の医師１人の配置が確保され

ていなければならないこと。また、例えば、入所者数 150 人の介

護老人保健施設にあっては、常勤の医師１人のほか、常勤医師 0.5

人に相当する非常勤医師の配置が必要となること。なお、サテラ

イト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型小規模介護

老人保健施設（以下「サテライト型小規模介護老人保健施設等」

という。）並びに分館型介護老人保健施設における医師の配置に

ついては、次のイ及びロのとおりとすること。 

イ サテライト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型

小規模介護老人保健施設 

当該サテライト型小規模介護老人保健施設等と一体として

運営される本体施設に配置されている医師が入所者全員の病

状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ場合であって、

入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置

かないことができること。 
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ロ （略） 

（２） （略） 

２・３ （略） 

４ 支援相談員 

（１） （略） 

（２）支援相談員の員数は、基準省令により算定した数以上の常勤職

員を配置しなければならないこと。なお、医療機関併設型小規模

介護老人保健施設における支援相談員の配置については、当該施

設の入所者に対するサービス提供が適切に行われると認められ

る場合にあっては、実情に応じた適当数でよいこととし、サテラ

イト型小規模介護老人保健施設及び分館型介護老人保健施設に

おける支援相談員の配置については、次のイ及びロのとおりとす

ること。 

イ サテライト型小規模介護老人保健施設 

サテライト型小規模介護老人保健施設と一体として運営さ

れる本体施設（介護老人保健施設に限る。）に配置されている

支援相談員によるサービス提供が、当該本体施設及びサテライ

ト型小規模介護老人保健施設の入所者に適切に行われると認

められるときは、これを置かないことができる。 

ロ （略） 

５ 理学療法士又は作業療法士 

理学療法士又は作業療法士は、介護老人保健施設の入所者に対す

るサービスの提供時間帯以外の時間において指定訪問リハビリテ

ーションのサービス提供に当たることは差し支えないものである。

ただし、介護老人保健施設の理学療法士又は作業療法士の常勤換

算方法における勤務時間数に、指定訪問リハビリテーションに従事

した勤務時間は含まれないこと。 

サテライト型小規模介護老人保健施設等については、サテライト

型小規模介護老人保健施設と一体として運営される本体施設（介護

老人保健施設に限る。）又は医療機関併設型小規模介護老人保健施

設の併設医療機関に配置されている理学療法士又は作業療法士に

ロ （略） 

（２） （略） 

２・３ （略） 

４ 支援相談員 

（１） （略） 

（２）支援相談員の員数は、基準省令により算定した数以上の常勤職

員を配置しなければならないこと。なお、サテライト型小規模介

護老人保健施設並びに分館型介護老人保健施設における支援相

談員の配置については、次のイ及びロのとおりとすること。 

 

 

 

 

イ サテライト型小規模介護老人保健施設 

当該サテライト型小規模介護老人保健施設と一体として運

営される本体施設に配置されている支援相談員によるサービ

ス提供が、本体施設及びサテライト型小規模介護老人保健施設

の入所者に適切に行われると認められるときは、これを置かな

いことができる。 

ロ （略） 

５ 理学療法士又は作業療法士 

理学療法士又は作業療法士は、介護老人保健施設の入所者に対す

るサービスの提供時間帯以外の時間において指定訪問リハビリテ

ーションのサービス提供に当たることは差し支えないものである。 

ただし、介護老人保健施設の理学療法士又は作業療法士の常勤換

算方法における勤務時間数に、指定訪問リハビリテーションに従事

した勤務時間は含まれないこと。 

サテライト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型小規

模介護老人保健施設については、当該サテライト型小規模介護老人

保健施設と一体として運営される本体施設に配置されている理学

療法士又は作業療法士によるサービス提供が、本体施設及びサテラ
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よるサービス提供が、当該本体施設又は併設医療機関及びサテライ

ト型小規模介護老人保健施設等の入所者に適切に行われると認め

られるときは、これを置かないことができる。 

６ 栄養士 

入所定員が100人以上の施設においては常勤職員を１人以上配置

することとしたものである。ただし、同一敷地内にある病院等の栄

養士がいることにより、栄養指導等の業務に支障がない場合には、

兼務職員をもって充てても差し支えないこと。 

なお、100 人未満の施設においても常勤職員の配置に努めるべき

であること。 

また、サテライト型小規模介護老人保健施設と一体として運営さ

れる本体施設（介護老人保健施設及び病床数 100 以上の病院に限

る。）又は医療機関併設型小規模介護老人保健施設の併設医療機関

に配置されている栄養士によるサービス提供が、当該本体施設及び

サテライト型小規模介護老人保健施設等の入所者に適切に行われ

ると認められるときは、これを置かないことができる。 

７ 介護支援専門員 

（１）介護支援専門員については、その業務に専ら従事する常勤の者

を１名以上配置していなければならないこと。したがって、入所

者数が100人未満の介護老人保健施設にあっても１人は配置され

ていなければならないこと。また、介護支援専門員の配置は、入

所者数が100人又はその端数を増すごとに１人を標準とするもの

であり、入所者数が 100 人又はその端数を増すごとに増員するこ

とが望ましいこと。ただし、当該増員に係る介護支援専門員につ

いては、非常勤とすることを妨げるものではない。なお、医療機

関併設型小規模介護老人保健施設における介護支援専門員の配

置については、当該施設の入所者に対するサービス提供が適切に

行われると認められる場合にあっては、実情に応じた適当数でよ

いこと。 

（２） （略） 

（３）当該サテライト型小規模介護老人保健施設と一体として運営さ

イト型小規模介護老人保健施設等の入所者に適切に行われると認

められるときは、これを置かないことができる。 

 

６ 栄養士 

入所定員が100人以上の施設においては常勤職員を１人以上配置

することとしたものである。ただし、同一敷地内にある病院等の栄

養士がいることにより、栄養指導等の業務に支障がない場合には、

兼務職員をもって充てても差し支えないこと。 

なお、100 人未満の施設においても常勤職員の配置に努めるべき

であること。 

また、当該サテライト型小規模介護老人保健施設等と一体として

運営される本体施設に配置されている理学療法士又は作業療法士

によるサービス提供が、本体施設及びサテライト型小規模介護老人

保健施設等の入所者に適切に行われると認められるときは、これを

置かないことができる。 

 

７ 介護支援専門員 

（１）介護支援専門員については、その業務に専ら従事する常勤の者

を１名以上配置していなければならないこと。したがって、入所

者数が100人未満の介護老人保健施設にあっても１人は配置され

ていなければならないこと。また、介護支援専門員の配置は、入

所者数が100人又はその端数を増すごとに１人を標準とするもの

であり、入所者数が 100 人又はその端数を増すごとに増員するこ

とが望ましいこと。ただし、当該増員に係る介護支援専門員につ

いては、非常勤とすることを妨げるものではない 

 

 

 

 

（２） （略）  

（３）当該サテライト型小規模介護老人保健施設と一体として運営さ
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れる本体施設（介護老人保健施設又は病院（指定介護療養型医療

施設に限る。）に限る。）に配置されている介護支援専門員による

サービス提供が、本体施設及びサテライト型小規模介護老人保健

施設の入所者に適切に行われると認められるときは、これを置か

ないことができる。 

８・９ （略） 

第３ 施設及び設備に関する基準 

１ 一般原則 

 

（１）介護老人保健施設の施設及び構造設備については、基準省令の

ほか建築基準法、消防法等の関係規定を遵守するとともに、日照、

採光、換気等について十分考慮したものとし、入所者の保健衛生

及び防災につき万全を期すこと。 

（２）介護老人保健施設の環境及び立地については、入所者の療養生

活を健全に維持するため、ばい煙、騒音、振動等による影響を極

力排除するとともに、交通、水利の便等を十分考慮したものとす

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れる本体施設に配置されている介護支援専門員によるサービス

提供が、本体施設及びサテライト型小規模介護老人保健施設の入

所者に適切に行われると認められるときは、これを置かないこと

ができる。 

 

８・９ （略） 

第３ 施設及び設備に関する基準 

１ 一般原則 

（１）施設に係る一般原則 

① 介護老人保健施設の施設及び構造設備については、基準省令の

ほか建築基準法、消防法等の関係規定を遵守するとともに、日照、

採光、換気等について十分考慮したものとし、入所者の保健衛生

及び防災につき万全を期すこと。 

② 介護老人保健施設の環境及び立地については、入所者の療養生

活を健全に維持するため、ばい煙、騒音、振動等による影響を極

力排除するとともに、交通、水利の便等を十分考慮したものとす

ること。 

（２） 小規模介護老人保健施設等の定義 

① サテライト型小規模介護老人保健施設 

イ サテライト型小規模介護老人保健施設は、当該施設を設置し

ようとする者により設置される当該施設以外の介護老人保健

施設（以下「本体施設」という。）との密接な連携を確保しつ

つ、本体施設とは別の場所で運営され、入所者の在宅への復帰

の支援を目的とする定員29人以下の介護老人保健施設をいう。 

ロ 本体施設と密接な連携を確保する具体的な要件は、本体施設

とサテライト型小規模介護老人保健施設は、自動車等による移

動に要する時間がおおむね 20 分以内の近距離であること。本

体施設の医師等又は協力病院が、サテライト型小規模介護老人

保健施設の入所者の病状急変等の事態に適切に対応できる体

制を採ること。 

ハ サテライト型小規模介護老人保健施設は、本体施設に１か所
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２ 施設に関する基準 

（１）施設に関する基準 

①・② （略） 

③ 基準省令第３条第３項は、同条第１項各号に定める各施設が当

該介護老人保健施設の用に専ら供するものでなければならない

こととしたものであるが、介護老人保健施設と病院、診療所（医

療機関併設型小規模介護老人保健施設を除く。）又は指定介護老

人福祉施設等の社会福祉施設（以下「病院等」という。）とが併

設される場合（同一敷地内にある場合、又は公道をはさんで隣接

している場合をいう。以下同じ。)に限り、次に掲げるところに

より、同条第３項ただし書が適用されるものであるので、併設施

設(介護老人保健施設に併設される病院等をいう。以下同じ。)と

施設を共用する場合の運用に当たっては留意すること。 

の設置とする。 

② 医療機関併設型小規模介護老人保健施設 

イ 医療機関併設型小規模介護老人保健施設は、病院又は診療所

に併設（同一敷地内又は隣接する敷地において、サービスの提

供、夜勤を行う職員の配置等が一体的に行われているものを指

すこと。）され、入所者の在宅への復帰の支援を目的とする定

員 29 人以下の介護老人保健施設であって、前項に規定するサ

テライト型小規模介護老人保健施設以外のものをいう。 

ロ 医療機関併設型小規模介護老人保健施設は、病院又は診療所

に１か所の設置とする。 

③ 分館型介護老人保健施設 

分館型介護老人保健施設(以下「分館型介護老人保健施設」と

いう。)は、「分館型介護老人保健施設の整備について」（平成

12 年９月５日老振第 53 号）に示された従来から整備してきた施

設であり、介護老人保健施設の開設者が当該介護老人保健施設と

一体として運営するものとして開設する介護老人保健施設であ

って過疎地域自立促進特別措置法等に規定する地域に整備され

た施設である。 

２ 施設に関する基準 

（１）施設に関する基準 

①・② （略） 

③ 基準省令第３条第３項は、同条第１項各号に定める各施設が当

該介護老人保健施設の用に専ら供するものでなければならない

こととしたものであるが、介護老人保健施設と病院、診療所（医

療機関併設型小規模介護老人保健施設を除く。）又は指定介護老

人福祉施設等の社会福祉施設（以下「病院等」という。）とが併

設される場合（同一敷地内にある場合、又は公道をはさんで隣接

している場合をいう。以下同じ。)に限り、次に掲げるところに

より、同条第３項ただし書が適用されるものであるので、併設施

設(介護老人保健施設に併設される病院等をいう。以下同じ。)と

施設を共用する場合の運用に当たっては留意すること。 
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イ 次に掲げる施設については、併設施設との共用は認められな

いものであること。 

 

 

 

ａ 療養室 

ｂ 診察室 

ロ・ハ （略） 

④ （略） 

４ 経過措置 

（１）～（５） （略） 

（６）一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者

が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療

養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を平成 24 年

３月 31 日までの間に転換を行って介護老人保健施設を開設する

場合における当該転換に係る療養室の床面積は、次に掲げる区分

に応じた基準によるものとする。（基準省令附則第 13 条） 

① 転換に係る療養室が平成 18 年７月１日以後に新築、増築又

は全面的な改築の工事に着工された場合 平成24年３月31日

までの間は、入所者１人当たり６．４平方メートル以上である

こと。 

② 転換に係る療養室が平成 18 年７月１日以後に新築、増築又

は全面的な改築の工事に着工されていない場合 入所者１人

当たり６．４平方メートル以上であること。 

なお、平成 24 年４月１日以降、当該基準に該当する施設で

あって、本則の基準である１人当たり８平方メートル以上であ

ることを満たしていないものについては、本則の基準を満たし

ている施設との均衡に配慮した介護報酬上の評価を行うこと

とする。ただし、療養室が談話室に近接して設けられているも

のについては、本則の基準から、当該談話室の面積を当該談話

イ 次に掲げる施設については、併設施設との共用は認められな

いものであること。ただし、病床の転換に伴い病院又は診療所

と介護老人保健施設を併設する場合の診察室については、併設

する当該病院又は診療所の診察室との共用を認めるものであ

ること。 

ａ 療養室 

ｂ 診察室 

ロ・ハ （略） 

④ （略） 

４ 経過措置 

（１）～（５） （略） 

（６）一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者

が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療

養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の転換を行

って介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る

療養室の床面積は、平成２４年３月３１日までの間は、入所者１

人当たり６．４平方メートル以上であればよいこととした。（基

準省令附則第１３条） 
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室に近接する療養室の定員数で除した面積を減じた面積以上

を満たす場合は、この限りでない。 

（７）～（９） （略） 

（10）一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者

が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療

養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を平成 24 年

３月 31 日までの間に転換を行って介護老人保健施設を開設する

場合における当該転換に係る建物の耐火構造については、基準省

令第４条第１項第１号の規定は適用せず、建築基準法の基準によ

るものでよいこととした。（基準省令附則第 17 条） 

（11）一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者

が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療

養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を平成 24 年

３月 31 日までの間に転換を行って介護老人保健施設を開設する

場合における当該転換に係る屋内の直通階段及びエレベーター

については、転換前の医療法による基準と同等のものでよいこと

とした。（基準省令附則第 18 条） 

（12）一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者

が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療

養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の転換を行

って介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る

療養室に隣接する廊下の幅は、内法による測定で、１．２メート

ル以上（ただし、両側に療養室等又はエレベーター室がある廊下

の幅は、内法による測定で、１．６メートル以上）であればよい

こととした。なお、廊下の幅は、壁から測定した幅でよいこと。

（基準省令附則第 19 条） 

第４ 運営に関する基準 

１～18 （略） 

 

 

（７）～（９） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者

が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療

養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の転換を行

って介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る

療養室に隣接する廊下の幅は、内法による測定で、１．２メート

ル以上（ただし、両側に療養室等又はエレベーター室がある廊下

の幅は、内法による測定で、１．６メートル以上）であればよい

こととした。なお、廊下の幅は、壁から測定した幅でよいこと。

（基準省令附則第 17 条） 

第４ 運営に関する基準 

１～18 （略） 
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19 管理者による管理（基準省令第 23 条） 

介護老人保健施設の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら

当該介護老人保健施設の管理業務に従事するものである。ただし、

以下の場合であって、介護老人保健施設の管理業務に支障がないと

きは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３）当該介護老人保健施設が本体施設であって、当該本体施設のサ

テライト型小規模介護老人保健施設、サテライト型特定施設であ

る指定地域密着型特定施設又はサテライト型居住施設である指

定地域密着型介護老人福祉施設の管理者又は従業者としての職

務に従事する場合 

（４）当該介護老人保健施設がサテライト型小規模介護老人保健施設

（当該本体施設と密接な連携を有するものに限る。）である場合

であって、当該サテライト型小規模介護老人保健施設の本体施設

の管理者又は従業者としての職務に従事する場合 

20～33 （略） 

19 管理者による管理（基準省令第 23 条） 

介護老人保健施設の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら

当該介護老人保健施設の管理業務に従事するものである。ただし、

以下の場合であって、介護老人保健施設の管理業務に支障がないと

きは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

（１）・（２） （略） 

 

 

 

 

 

（３）当該介護老人保健施設がサテライト型小規模介護老人保健施設

（当該本体施設と密接な連携を有するものに限る。）である場合

であって、当該サテライト型居住施設の本体施設の管理者又は従

業者としての職務に従事する場合 

20～33 （略） 

 
 


